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第１２号議案 

教育委員会職員の懲戒処分について 

教育委員会職員の懲戒処分について、次のとおり処分を決定することの議決

を求める。 

  令和５年３月１７日提出 

島原市教育委員会 

教育長 森本 和孝 

１ 被処分者及 当事者：

び処分内容  

２ 事案の概要 当該職員は、平成２７年度から平成３１年度（令和年度元）ま

での間、島原市有明の森フラワー公園における指定管理業務

において、当時のイタリアンレストランアルレッキーノの運

営に伴い発生した赤字を補填するため、架空の請求書を作成

するなどし、不正な事務処理を行った。 

３ 処分年月日 令和５年３月２０日 

提案理由 

令和５年３月１７日に開催された島原市職員懲戒審査会からの答申を基に教

育委員会職員の懲戒処分を決定しようとするものである。 
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令和５年３月１７日

島原市長 古川 隆三郎 様

島原市職員懲戒審査会

委員長  副市長  金子  忠教

答 申 書

島原市有明 の森フ ラワー 公園 にお け る不正な 事務処 理 について 、

令和５年３月４日及び３月１７日に島原市職員懲戒審査会を開催

し、検討した結果、下記のとおり決定いたしましたので答申いた

します。  

記

 地方公務員たる者は、全体の奉仕者として住民の模範となり、

法令等を遵守し、職務の遂行に専念すべきところであります。  

厳正な服務規律の確保と綱紀の粛正については、絶えず注意を

喚起してきたところであるにもかかわらず、長期に渡り不正な事

務処理 を行 い、多大な 迷惑をかけ たことは、誠に遺憾で あります 。

この行為は、公務員に対する住民の信頼を裏切り、職員全体の

不名誉となる信用失墜行為であり、法令を遵守すべき公務員とし

ての自覚と倫理感の欠如と言わざるを得ません。  

このことから 、地方 公務員法 第 ２９ 条に基づく 懲戒処 分として 、

次のとおり、１人に 対し「停職６か月相当」、１人に対し「停職

３か月」、１人に対し「減給１０分の２を３か月間」、１人に対

し「戒告」とすることが適当であると決定いたしましたので答申

いたします。

処分内容

１．次の者に対して 、「停職６か月相当」とする。

  当時者責任として、
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  次の者に対して 、「停職３か月」とする。

  当時者責任として、  

次の者に対して、「減給１０分の ２を３か月間」とする。

  当時者責任として、

次の者に対して、「戒告」とする 。

  当時者責任として、
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（参考） 

島原市教育委員会の権限事務の一部を教育長に委任し又は臨時に代理さ  

せる規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律 

第162号。以下「法」という。）第25条第１項に基き、島原市教育委員会（以  

下「委員会」という。）の権限に属する事務の委任に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

（教育長に対する委任事項）  

第２条 委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長  

に委任する。 

（１）～（５）略 

（６）教育委員会の任命にかかる職員の人事の一般方針を定め、及び懲戒を行

うこと。 

（７）～（16）略 

地方公務員法（抜粋） 

（懲戒） 

第２９条 職員が次の各号の一に該当する場合においては、これに対し懲戒処  

分として戒告、減給、停職又は免職の処分をすることができる。  

（１）この法律若しくは第五十七条に規定する特例を定めた法律又はこれに

基く条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規  

程に違反した場合 

（２）職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

（３）全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつた場合
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島原市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（抜粋）  

（この条例の目的） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第29条第４項の規定に基づき、職員の懲戒の手続及び効果に関し必要

な事項を定めることを目的とする。  

（懲戒の手続） 

第２条 戒告、減給、停職又は懲戒処分としての免職の処分は、その旨を記載し

た書面を当該職員に交付して行わなければならない。  

（減給の効果） 

第３条 減給は、１年以下の期間、給料の月額の５分の１以下に相当する額を給

与から減ずるものとする。  

（停職の効果） 

第４条 停職の期間は、１日以上１年以下とする。  

２ 停職者は、その職を保有するが職務に従事しない。  

３ 停職者は、停職の期間中いかなる給与も支給されない。  

（委任） 

第５条 この条例の実施に関し必要な事項は、任命権者が定める。  

島原市職員懲戒審査会規程（抜粋） 

（設置） 

第１条 一般職の職員の懲戒処分の公正を期するため、市長の諮問機関として島

原市職員懲戒審査会（以下「審査会」という。）を置く。  

（組織） 

第２条 審査会は、委員長及び委員若干名で組織する。  

２ 委員長は市長が指名したものとし、委員は市職員の中から市長が任命する。  

３ 委員長は、会議を招集し、会議の議長となり、会務を総理する。  

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ定めた委員が、その職務を代理す

る。 
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（会議） 

第３条 審査会は、委員長及び委員を合せて３分の２以上出席しなければ会議を

開くことができない。 

２ 審査会は、必要があるときは、本人の弁明を徴し、又は関係者の意見を聞く

ことができる。 

第４条 審査会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（除斥） 

第５条 委員長及び委員は、自己、配偶者、４親等内の血族又は３親等内の姻族

に関する事件について、その議事に参加することができない。  

（報告） 

第６条 委員長は、審査会において決定した事項及び会議のてん末について、文

書により市長に答申しなければならない。  

（庶務） 

第７条 審査会の庶務は、市長公室秘書人事課において処理する。 
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第１３号議案 

議会の議決を経るべき議案について 

議会の議決を経るべき議案について、別紙令和４年度島原市一般会計補正予算第１２号

（教育委員会関係費）のとおり議会に提出することの承認を求める。 

令和５年３月１７日 提出 

島原市教育委員会 

教育長 森本 和孝 

提案理由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条、及び島原市教育委員会の権限事務

の一部を教育長に委任し又は臨時に代理させる規則第２条第１項第１１号の規定により、

教育委員会の承認を求めるものである。 
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［令和５年３月補正予算資料］ 

 

■寄 付 件 名：有馬 良知 氏 寄附金 

■寄付受領日：令和５年３月４日（土） 10：00～ 

■寄付受領日：令和４年度第４２回有馬スポーツ賞表彰式にて現金 100万円を 

市長受領 

 

 

［経緯、経過など］ 

■有馬 良知（ありま よしとも） 氏 

・神奈川県川崎市 在住 

・島原市名誉市民である故有馬茂（ありま しげる）氏の孫 

 

［これまでの経緯など］ 

 ・ご祖父の故有馬茂氏が、郷土島原市の発展のため、昭和 54 年・55 年に武道館建設資金

として 1 億円を寄附。それをもとに、昭和 55 年に「有馬武道館」が完成。 

その翌年に、スポーツ振興基金として 300 万円の寄附により、「有馬スポーツ賞」が始まる。 

その後も故有馬茂（ありま しげる）氏、故有馬故冨雄（ありま とみお）氏、現在の有馬

良知（ありま よしとも）氏と親子三代にわたって毎年多額の浄財を寄附されているもの。 

本年度も令和 5 年 3 月 4 日（土）に開催した「第 42 回有馬スポーツ賞表彰式」にあわせて

スポーツ振興に役立てていただきたいと多額（1,000,000 円）の寄附あり。 
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（参考） 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育委員会の意見聴取）  

第２９条  地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に係る部分その他 

特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべき事件の議案を作成する場合 

においては、教育委員会の意見をきかなければならない。  

 

○島原市教育委員会の権限事務の一部を教育長に委任し又は臨時に代理させる規則 

（教育長に対する委任事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する教育事務を教育長に委任す

る。 

(１) 学校教育又は社会教育に関する一般方針を定めること。 

(２) 学校・公民館及び図書館の設置及び廃止を決定すること。 

(３) 教育財産の取得を市長に申出ること。 

(４) 県費負担教職員の懲戒及び県費負担教職員たる校長、教頭の任免その他の進退に

ついて内申すること。 

(５) 県費負担教職員の服務の監督についての一般方針を定めること。 

(６) 教育委員会の任命にかかる職員の人事の一般方針を定め、及び懲戒を行うこと。 

(７) 教育長・課長・公民館長及び指導主事の任免を行うこと。 

(８) 学校・公民館及び図書館の敷地を選定すること。 

(９) 学校その他教育機関の工事の計画を策定すること。 

(10) 委員会規則の制定又は改廃を行うこと。 

(11) 教育予算その他議会の議決を経るべき議案の作成について意見を申出ること。 

(12) 委員会の所管に属する各種委員会・審議会等の委員の任命又は委嘱すること。 

(13) 校長・教頭・教員その他の教育関係職員の研修の一般方針を定めること。 

(14) 教科用図書の採択に関する基本方針を定めること。 

(15) 学令児童生徒の就学すべき学校の区域を設定し、又はこれを変更すること。 

(16) 教育に関する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うこと。 

12




